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証券コード：6328

第79期定時株主総会
招集ご通知
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　　　　(受付開始：午前９時30分)
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コートヤード・マリオット 銀座東武ホテル２階「桜の間」
（末尾に記載の会場のご案内図をご参照下さい。）

決議事項
第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　取締役（監査等委員であるものを除く。）　

２名選任の件
第３号議案　監査等委員である取締役４名選任の件
第４号議案　補欠の監査等委員である取締役1名選任の件
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経営理念
企業理念

「豊かな人間環境の創造を目指して社会に貢献する」
美しい地球を甦らせること……。
それは、人類に課せられた21世紀の大きな課題です。
荏原実業は、環境に対する社会的な関心が高まる以前から環境保全のエキスパートとして様々な
ノウハウを蓄積し続けています。
今後も無限の可能性を秘めた環境保全のリーディングカンパニーを目指し、企業努力を結集して
まいります。

経営方針

「利益成長による企業価値＝株主価値の拡大」

議決権行使等についてのご案内
議決権は、以下の２つの方法により行使いただくことができます。

株主総会にご出席される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出
下さい。（ご捺印は不要です。）

日　時

平成30年３月23日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前９時30分）

場　所

コートヤード・マリオット
銀座東武ホテル２階「桜の間」
（末尾に記載の会場のご案内図をご参照下さい。）

郵送で議決権を行使される場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対す
る賛否をご表示のうえ、切手を貼らず
にご投函下さい。

行使期限

平成30年３月22日（木曜日）
午後５時30分到着分まで

－ 1 －

経営理念、議決権行使等についてのご案内
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証券コード　６３２８
平 成 3 0 年 ３ 月 ８ 日

株　主　各　位
東京都中央区銀座七丁目14番１号

代 表 取 締 役
会 長 兼 社 長 鈴 木 久 司

第79期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚く御礼申し上げます。
さて、当社第79期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席下さ

いますようご通知申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な

がら後記の株主総会参考書類をご検討下さいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否を
ご表示いただき、平成30年３月22日（木曜日）午後５時30分までに到着するようご返送下さいます
ようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成30年３月23日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都中央区銀座六丁目14番10号

コートヤード・マリオット 銀座東武ホテル２階「桜の間」
（末尾に記載の会場のご案内図をご参照下さい。）

３．目的事項
報 告 事 項 ⑴　第79期（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）事業報告の内容、

連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監
査結果報告の件

⑵　第79期（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）計算書類の内容報
告の件

－ 2 －

株主各位
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決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案
第３号議案
第４号議案

取締役（監査等委員であるものを除く。）２名選任の件
監査等委員である取締役４名選任の件
補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

以　上

・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますようお願
い申し上げます。

・本招集ご通知に添付すべき書類のうち、「連結注記表」及び「個別注記表」として表示すべき事項
につきましては、法令及び当社定款の定めにより、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.ejk.co.jp/）に掲載しておりますので、本添付書類には記載しておりません。

　なお、監査等委員会が監査報告を、会計監査人が会計監査報告をそれぞれ作成するに際して監査し
た連結計算書類及び計算書類には、本添付書類記載のもののほか、この「連結注記表」及び「個別
注記表」として表示すべき事項も含まれております。

・株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正すべき事情が生じた場合は、
インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.ejk.co.jp/）に掲載させていただきます。

－ 3 －

株主各位
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（添付書類）

事 業 報 告(平成29年１月１日から平成29年12月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過及び成果

① 事業の全般的状況
当連結会計年度（平成29年1月1日から平成29年12月31日まで）におけるわが国経済は、世

界情勢の不確実性など景気の下振れ懸念は残るものの、企業収益や雇用環境、個人所得に改善
が見られ、総じて緩やかな回復基調で推移しました。

当社を取り巻く環境装置機械業界においては、公共分野では、上下水道関連施設の更新、改
修、機能強化（遠隔監視等）、災害対策等の需要が増加しました。また、民間分野では、景気
先行きの不透明感に対する懸念があるものの、都市再開発案件等の活発な動きの中で、設備投
資需要は底堅く推移しました。

このような事業環境のもと、当社グループは、企業価値の向上を目指し、以下の戦略に取り
組んでまいりました。
ａ）環境関連

企業成長の重要な柱である環境関連セグメントの再構築を図るため、自社製品部門である環
境事業本部に営業部門を取り込み、製販一体の組織体制とすることで、自社製品を核とした収
益基盤のより一層の拡大を図る。
ｂ）水処理関連

販売エリアの拡大を目的とし、西日本エリアでの営業基盤の確保を図る。
高まる防災需要へのアプローチを強化するとともに、技術者の育成、プロジェクト管理の徹

底、集中購買の実施などによって継続的に原価低減を図っていく。
ｃ）風水力冷熱機器等関連

引き続き活発な都市再開発、東京オリンピック・パラリンピック需要などに対するアプロー
チを継続するとともに、多様化するニーズに対応し、取扱製品の拡充を図る。

これらの活動の結果、当連結会計年度の受注高は316億14百万円（前期比22.6%増）、売上
高は261億10百万円（ 同 6.0%減）、営業利益は17億17百万円（ 同 33.1%増）、経常利益は
18億48百万円（ 同 30.1%増）、親会社株主に帰属する当期純利益は13億53百万円（ 同 31.4%

－ 4 －

事業の経過及び成果
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増）となり、営業利益、親会社株主に帰属する当期純利益において過去最高益を更新すること
ができました。

② 事業の部門別状況
ａ）環境関連

環境関連製品の製造・販売を手掛ける当セグメントは、受注高においては、計測、脱臭、省
エネブロワ、水処理プラントの各分野で前期を上回ることとなりました。売上高においては、
脱臭分野は前期比で若干減少したものの、計測、省エネブロワ、水処理プラント分野で前期を
上回ることとなりました。

これらの結果、当セグメントの受注高は64億86百万円（前期比50.4%増）、売上高は54億68
百万円（ 同 20.6%増）となりました。

ｂ）水処理関連
上下水道向けの設計・施工を手掛ける当セグメントの受注高は、上下水道関連施設の更新、

改修案件に加え、防災案件も着実に受注していくことで、151億54百万円（前期比31.2%増）
となりました。売上高は、工事進捗が遅れている物件もあり、110億92百万円（ 同 10.8%減）
となりました。

ｃ）風水力冷熱機器等関連
主にポンプ、冷凍機、空調機器などを商社として販売する当セグメントは、首都圏の再開発

案件等が引き続き堅調に推移しており、受注高においては、99億72百万円（前期比0.5%増）と
なりました。売上高においては、前期末の受注残高が８億76百万円少なかったことが影響し95
億49百万円（ 同 11.5%減）となりました。

－ 5 －

事業の経過及び成果
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（単位：百万円）

事 業 区 別
受 注 高 売 上 高

第 78 期
(平成28年12月期)

第 79 期
(平成29年12月期)

第 78 期
(平成28年12月期)

第 79 期
(平成29年12月期)

環 境 関 連 4,313 6,486 4,536 5,468

水 処 理 関 連 11,548 15,154 12,440 11,092

風水力冷熱機器等関連 9,919 9,972 10,795 9,549

合 計 25,780 31,614 27,771 26,110

⑵　設備投資の状況
当社グループは、メーカー事業の拡充と研究開発の強化を図るため、当連結会計年度において

総額197百万円の設備投資を実施いたしました。

⑶　資金調達の状況
該当事項はありません。

⑷　直前３事業年度の財産及び損益の状況

区　　　分 第76期
(平成26年12月期)

第77期
(平成27年12月期)

第78期
(平成28年12月期)

第79期
(平成29年12月期)

売 上 高( 百 万 円 ) 29,939 26,994 27,771 26,110

経 常 利 益( 百 万 円 ) 1,201 1,511 1,420 1,848
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益( 百 万 円 ) 848 970 1,029 1,353

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益( 円 ) 128.02 145.97 153.75 201.74

総 資 産( 百 万 円 ) 22,282 23,001 23,434 25,990

純 資 産( 百 万 円 ) 8,551 9,507 10,624 12,769

－ 6 －

事業の経過及び成果、設備投資の状況、資金調達の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況
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⑸　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 議 決 権 比 率 主 要 な 事 業 内 容

㈱ エ バ ジ ツ 50百万円 100％ 機械器具設置、設備工事の請負・施工及び
保守

(注）当社は、平成29年10月31日開催の当社取締役会において、当社のメンテナンス・サービス事業の一
部を会社分割（簡易吸収分割）の方法により㈱エバジツに対して承継させることを決議し、平成29年11
月21日付で吸収分割契約を締結いたしました。当該契約に基づく会社分割（簡易吸収分割）は、平成30
年１月１日に完了いたしました。

⑹　企業集団が対処すべき課題
　予断を許さない経営環境が予想される状況のもとで、社会的使命として環境保全に貢献するこ
とはもちろん、利益成長により企業価値を高めることを目的とし、以下の課題に取り組んでおり
ます。
① 自社製品を核とした収益基盤の拡大
ａ)　既存製品の競争力強化
ｂ)　メンテナンス・サービスの強化
ｃ)　製品・技術開発による新商材の投入

② 販売エリアの拡大と営業の強化
ａ)　西日本エリアでの営業基盤の確保
ｂ)　防災需要へのアプローチ強化
ｃ)　選別受注、積算精度の向上、原価意識の徹底など売上総利益率向上のための継続的な取り組

み
③ 拡大する建設需要の取り込み
ａ)　都市再開発、東京オリンピック・パラリンピック関連需要へのアプローチ強化
ｂ)　取扱製品の拡充

④ アライアンスやＭ＆Ａに積極的に取り組み、事業領域の拡大に努める。
⑤ 経営の透明性と効率性を高め、コーポレートガバナンス体制の一層の充実を図る。

　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

－ 7 －

重要な子会社の状況、企業集団が対処すべき課題
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⑺　主要な事業内容（平成29年12月31日現在）
　当社グループは、当社及び連結子会社の㈱エバジツにより構成され、環境関連機器・装置の製
造・販売、水処理施設などの各種プラント類の設計・施工、風水力冷熱機器などの仕入・販売を
主な内容として事業活動を展開しております。
　当社グループの事業区分及び主要品目は、次のとおりであります。
事 業 内 容 主 要 品 目

環 境 関 連
オゾン濃度計、産業用脱臭剤・脱臭装置、省エネブロワ、各種水処理関連装
置、感染症対策製品等の製造・販売
民間用排水処理施設、水産関連施設、水景施設等の計画・設計及び施工

水 処 理 関 連 上下水道関連施設（浄水場、下水処理場、各種ポンプ場等）の設計・施工並
びに関連する機械・電気設備等の設計・施工・メンテナンス

風 水 力 冷 熱 機 器 等 関 連 空調設備、給排水・衛生設備等に関わる風水力機器、冷熱機器等の仕入・販
売及び当該設備関連工事

－ 8 －

主要な事業内容
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⑻　主要な事業所及び営業所（平成29年12月31日現在）
名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

① 当 社 の 事 業 所 茨 城 営 業 所 茨 城 県 つ く ば 市

本 社 東 京 都 中 央 区 群 馬 営 業 所 群 馬 県 前 橋 市

中 央 研 究 所 川 崎 市 麻 生 区 横 浜 営 業 所 横 浜 市 中 区

環境計測技術センター 川 崎 市 麻 生 区 山 梨 営 業 所 山 梨 県 甲 府 市

かずさ生産技術センター 千 葉 県 木 更 津 市 富 士 営 業 所 静 岡 県 富 士 市

関 東 支 社 さ い た ま 市 浦 和 区 広 島 営 業 所 広 島 市 東 区

東 関 東 支 社 千 葉 市 中 央 区 札 幌 事 務 所 札 幌 市 中 央 区

神 奈 川 支 社 川 崎 市 川 崎 区 栃 木 事 務 所 栃 木 県 小 山 市

静 岡 支 社 静 岡 市 駿 河 区 西 湘 事 務 所 神 奈 川 県 茅 ケ 崎 市

中 部 支 社 名 古 屋 市 熱 田 区 九 州 事 務 所 福 岡 市 中 央 区

大 阪 支 社 大 阪 市 中 央 区 ② 連 結 子 会 社

北 東 北 営 業 所 岩 手 県 盛 岡 市 ㈱ エ バ ジ ツ 東 京 都 大 田 区

東 北 営 業 所 仙 台 市 青 葉 区

（注）平成29年６月１日に西湘事務所を設置いたしました。

－ 9 －

主要な営業所及び工場
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⑼　使用人の状況（平成29年12月31日現在）
① 企業集団の使用人数

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

528名 4名増 44.7歳 14.5年

（注）上記の使用人数には、顧問・嘱託を含み、臨時使用人28.6名（期中平均人数）は含まれておりません。

② 当社の使用人数
使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

477名 11名増 45.1歳 14.5年

（注）上記の使用人数には、顧問・嘱託を含み、臨時使用人28.6名（期中平均人数）は含まれておりません。

⑽　主要な借入先の状況（平成29年12月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 810百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 180

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 100

－ 10 －

使用人の状況、主要な借入先の状況
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２．会社の株式に関する事項（平成29年12月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 20,000,000株

⑵　発行済株式の総数 6,715,000株（自己株式7,741株を含む）

⑶　株主数 6,600名（前期末比1,804名減）

⑷　大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 430 千株 6.42 ％

水 島 力 夫 400 5.96

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 289 4.31

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 265 3.95

HSBC BANK PLC A/C MARATHON FUSION
J A P A N  P A R T N E R S H I P  L P 240 3.57

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 150 2.23

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 150 2.23

荏 原 実 業 社 員 持 株 会 136 2.03

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 136 2.02

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 135 2.01

（注）持株比率は、自己株式（7千株）を控除して計算しております。

⑸　その他の株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。

－ 11 －

会社の株式に関する事項
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３．会社役員に関する事項
⑴　取締役の状況（平成29年12月31日現在）

氏 名 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

鈴 木 久 司 取 締 役 会 長 兼 社 長 （代表取締役、管理統括）

阿 部 　 亨 取 締 役 （専務執行役員、環境事業本部長）

佐 藤 善 伸 取 締 役 （株式会社エバジツ 代表取締役社長）

中 村 　 隆 取締役（常勤監査等委員）

平 山 正 剛 取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） （弁護士、平山・福島・鈴木法律事務所）

松 﨑 　 信 取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） （公認会計士）

橘 昇 取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（注）１．取締役（監査等委員）平山正剛氏、松﨑信氏及び橘昇氏は、社外取締役であります。

２．取締役（監査等委員）松﨑信氏は、公認会計士の資格を有しており、財務・会計に関する相当程度の
知見を有しております。

３．取締役（監査等委員）中村隆氏は、常勤の監査等委員であります。常勤の監査等委員を選定している
理由は、社内事情に精通した者が取締役会以外の重要な会議等への出席や内部監査部門等との連携を
密に図ることにより得られた情報をもとに、監査等委員会による監査の実効性を高めるためでありま
す。

４．当社は、取締役（監査等委員）平山正剛氏、松﨑信氏及び橘昇氏を東京証券取引所の定めに基づく独
立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

５．平成29年３月24日開催の第78期定時株主総会の終結の時をもって、取締役 永島弘人氏は任期満了に
より退任いたしました。

６．当事業年度中における取締役の地位、担当及び重要な兼職の異動は次のとおりであります。
氏 名 異 動 前 異 動 後 異 動 年 月 日

佐 藤 善 伸
取 締 役
副 社 長 執 行 役 員
営 業 統 括

取 締 役
平成29年11月１日

株 式 会 社 エ バ ジ ツ
代 表 取 締 役 社 長

－ 12 －

会社役員に関する事項
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⑵　当事業年度に係る報酬等の総額
区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ） 4名 117百万円

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

4
（3）

41
（21）

合 計
（ う  ち  社  外  役  員 ）

8
（3）

159
（21）

（注）１．上記には平成29年３月24日開催の第78期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役（監査等委
員を除く。）1名を含んでおります。

２．取締役（監査等委員を除く。）の報酬額には、使用人兼取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役の報酬限度額は、平成28年３月24日開催の第77期定時株主総会において、取締役（監査等委

員を除く。）について年額280百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）、取締役（監査等
委員）について年額60百万円以内と決議いただいております。

⑶　責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償の限度額は、法令が定める額としております。

－ 13 －

会社役員に関する事項
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⑷　社外役員に関する事項
① 他の法人等の兼職状況と当該兼職先と当社との関係
　「⑴取締役の状況」に記載のとおりであります。
　当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

② 当該事業年度における主な活動状況
区　分 氏　　名 取締役会

出席回数
監査等委員会

出席回数 活 動 状 況

社 外 取 締 役
（監査等委員） 平 山 正 剛 12回／12回 14回／14回 弁護士としての専門的見地から適切な

発言・指導を行っております。
社 外 取 締 役
（監査等委員） 松 﨑 　 信 12回／12回 14回／14回 公認会計士としての専門的立場から適

切な発言・指導を行っております。
社 外 取 締 役
（監査等委員） 橘 　 昇 12回／12回 14回／14回 他社において経営に携わった経験と知

見から適宜発言を行っております。

－ 14 －

会社役員に関する事項
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４．会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

⑵　報酬等の額
区　　　　　　　　　分 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 39百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 39百万円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る会計監査人とし
ての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠
などが適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意
の判断をいたしました。

⑶　非監査業務の内容
　　該当事項はありません。

⑷　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の遂行に支障がある等、その必要があると判断した場合は、

株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監
査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査
人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

－ 15 －

会計監査人の状況
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５．会社の体制及び方針
⑴　業務の適正を確保するための体制

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ａ)　「荏原実業グループ行動規範」を取締役会において決議し、取締役及び使用人が法令及び定

款並びに企業倫理を遵守した行動をとるための基準としている。
ｂ)　コンプライアンス徹底のため、「リスク・コンプライアンス委員会」を設置し、取締役及び

使用人の研修を行うとともに、会社全体の状況把握と問題点の指摘などの監視を行う。
ｃ)　社長は、自ら直轄する「監査室」に命じて、コンプライアンスについての監査を行わせる。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役は、職務の執行に係る重要情報を法令及び社内規程の定めるところに従い、適切に保
存管理し、取締役が常時閲覧可能な状態を維持する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　「リスク・コンプライアンス委員会」「案件検討委員会」等各種委員会を設置し、リスク管
理体制の整備に努める。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ａ)　取締役会は、取締役会が定める職務分掌に基づき、代表取締役及び各業務担当取締役に職務

の執行を行わせる。
ｂ)　取締役会は、毎期、業績目標を設定し、月次実績をレビューし、担当取締役に目標達成状況

を分析させ、目標未達の場合は改善策を報告させる。

⑤ 当該株式会社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
ａ)　取締役は、荏原実業グループ各社が「荏原実業グループ行動規範」に基づきグループの経営

理念を遵守した行動をとるように指導する。
ｂ)　取締役は、当社管理本部に企業集団全体の業務全般の管理をさせ、業務の適正性・効率性を

確保する。
ｃ)　社長は、監査室に企業集団全体の監査をさせ、内部統制の有効性を確保する。

－ 16 －
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ｄ)　監査等委員は、企業集団全体の監査を適正に行えるよう、会計監査人、監査室及び子会社監
査役と密接な連携体制を確保する。

⑥ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に
関する体制及び当該使用人の監査等委員でない取締役からの独立性に関する事項
ａ)　監査等委員の職務を補助するため、監査等委員会スタッフを１名以上置く。
ｂ)　当該スタッフの任命・異動等人事権に係る事項については監査等委員会と事前に協議するも

のとする。

⑦ 監査等委員でない取締役及び使用人が監査等委員に報告するための体制その他の監査等委員
への報告に関する体制及びその他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するため
の体制
ａ)　監査等委員でない取締役は、会社の経営、業績に影響を及ぼすおそれのある重要な事実等を

監査等委員に報告する。
ｂ)　監査等委員でない取締役及び使用人からの法令違反や不正行為に関する通報、報告に関する

適正な仕組み（内部通報制度）を定め、当該通報、報告をしたことを理由として不利な取り
扱いを行うことを禁止している。

ｃ)　監査等委員でない取締役は、監査等委員に対し、重要な会議への出席機会を提供するととも
に、監査等委員が業務の報告を求めた場合、迅速かつ的確に対応する。

ｄ)　監査等委員は、監査等委員でない取締役及び部門長等に対し定期的にヒアリングを行い情報
を収集するとともに会計監査人、監査室と定期的に情報交換を行う。

ｅ)　監査等委員でない取締役は、監査等委員が職務の遂行について生じた費用の請求をした場合
には、監査の実効性を担保するべく適切に対応する。

⑧ 財務報告の信頼性を確保するための体制
ａ)　財務報告に係る規程、内部統制を整備し、財務報告の信頼性を確保するための体制を構築す

るとともに、その適切な運用を図る。
ｂ)　監査室は、財務報告の信頼性を確保するための体制が有効に機能しているかを定期的に評価

し、重要な事項については取締役会に報告する。

－ 17 －

業務の適正を確保するための体制
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⑨ 反社会的勢力との関係遮断を図るための体制
　反社会的勢力に対していかなる名目であれ、何らかの経済的利益等を与えず、その旨を「荏
原実業グループコンプライアンス・ガイドライン」の中に定め、役職員全員へ周知徹底する。

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
① コンプライアンス体制

　当社グループにおけるコンプライアンス体制の基礎となる「荏原実業グループ行動規範」及
び「荏原実業グループコンプライアンス・ガイドライン」に基づき、全役職員が法令を遵守す
るよう各種会議等を通じ徹底しております。また、「リスク・コンプライアンス委員会」にお
いて、役職員のコンプライアンスの徹底状況を把握するとともに、委員を通じ啓蒙活動を行っ
ております。さらに、社長は、自ら直轄する「監査室」に命じて、コンプライアンスについて
の監査を計画的に行わせております。このほか、「内部通報規程」を定め、常勤監査等委員を
通報先とする内部通報制度を確立しております。「内部通報規程」においては、通報者が監査
等委員へ相談または通報したことを理由として、通報者はいかなる不利な取り扱いも受けない
ことが明記されています。

② リスク管理体制
　全社的なリスク管理について統括する「リスク・コンプライアンス委員会」を定期的に開催
し、全社的なリスクのモニタリングを行っております。また、想定されるすべてのリスクを把
握するためリスクテーブルを毎期見直し、必要に応じ防止策及び対応策を定めております。
　大口受注や大口事業投資などに係るリスク（ビジネスリスク）に対応するため、「案件検討
委員会」を開催し、当該リスクの最小化を検討しております。
　納入製品における技術上の重大な不適合に対し、その原因究明と再発防止を図るため、「リ
スク・コンプライアンス委員会」において該当事案の発生に関してモニタリングを行っており
ます。

－ 18 －
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③ グループ会社の経営管理
　当社経理部長を子会社の監査役として派遣し、業務の状況を監督するとともに、管理本部長
が当社グループ会社の業務全体の管理を行っております。また、社長直轄の監査室が、グルー
プ会社の監査を定期的に行っております。さらに、監査等委員は会計監査人、監査室及び子会
社監査役と連携し、グループ全体の監査を行っております。

④ 取締役の職務の執行
　取締役会を年12回開催し、法令定款等に定められた事項や経営方針、経営に関する重要事項
を決定するとともに、業績目標の達成状況について分析評価を行っております。また、取締役
会では、取締役が担当する業務執行状況の報告を行い、その妥当性及び効率性の監督を行って
おります。

⑤ 監査等委員の職務の遂行
　監査等委員は、取締役会に加え、予算委員会等の社内重要会議に出席するとともに、業務執
行に関する重要文書を閲覧し、必要に応じて関係者へ説明を求めております。
　また、定例監査等委員会を開催している他、取締役との定期的な面談や会計監査人及び監査
室とも定期的に情報交換を行っております。
　なお、監査等委員が職務遂行上必要とする費用については、会社がすべて負担しております。

－ 19 －

業務の適正を確保するための体制
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連 結 計 算 書 類

連 結 貸 借 対 照 表(平成29年12月31日現在)
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
未 成 工 事 支 出 金
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
そ の 他

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券
保 険 積 立 金
投 資 不 動 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

16,135
3,930
9,573

100
739
201
673
210
63

644
△1

9,855
3,066
1,422

46
109

1,420
66
37

6,752
4,827
1,145

634
4

248
△108

流 動 負 債 11,784
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 8,040
短 期 借 入 金 1,090
未 払 法 人 税 等 397
未 払 消 費 税 等 15
前 受 金 1,619
工 事 損 失 引 当 金 2
そ の 他 619

固 定 負 債 1,436
繰 延 税 金 負 債 1,058
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 187
退 職 給 付 に 係 る 負 債 120
そ の 他 70

負 債 合 計 13,221
純 資 産 の 部

株 主 資 本 10,481
資 本 金 1,001
資 本 剰 余 金 831
利 益 剰 余 金 8,661
自 己 株 式 △12

その他の包括利益累計額 2,288
その他有価証券評価差額金 2,396
退職給付に係る調整累計額 △108

純 資 産 合 計 12,769
資 産 合 計 25,990 負 債 ・ 純 資 産 合 計 25,990

－ 20 －

連結貸借対照表
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連 結 損 益 計 算 書(自　平成29年１月１日　至　平成29年12月31日)
（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 26,110
売 上 原 価 18,876

売 上 総 利 益 7,234
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,516

営 業 利 益 1,717
営 業 外 収 益

受 取 利 息 2
受 取 配 当 金 73
投 資 不 動 産 賃 貸 料 88
受 取 保 険 金 0
そ の 他 29 194

営 業 外 費 用
支 払 利 息 6
不 動 産 賃 貸 費 用 39
為 替 差 損 12
支 払 手 数 料 0
そ の 他 3 62
経 常 利 益 1,848

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,848
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 538
法 人 税 等 調 整 額 △42 495
当 期 純 利 益 1,353
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,353

－ 21 －

連結損益計算書
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連結株主資本等変動計算書(自　平成29年１月１日　至　平成29年12月31日)
（単位：百万円）

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成29年１月１日残高 1,001 831 7,609 △12 9,430
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △301 △301
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,353 1,353

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 - - 1,051 △0 1,051
平成29年12月31日残高 1,001 831 8,661 △12 10,481

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計その他有価証

券評価差額金
退職給付に係
る調整累計額

その他の包括利
益 累 計 額 合 計

平成29年１月１日残高 1,311 △117 1,193 10,624
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △301
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,353

自 己 株 式 の 取 得 △0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 1,085 8 1,094 1,094

連結会計年度中の変動額合計 1,085 8 1,094 2,145
平成29年12月31日残高 2,396 △108 2,288 12,769

－ 22 －

連結株主資本等変動計算書
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計 算 書 類

貸 借 対 照 表(平成29年12月31日現在)
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
未 成 工 事 支 出 金
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
そ の 他

無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ エ ア
電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
保 険 積 立 金
投 資 不 動 産
長 期 貸 付 金
前 払 年 金 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

15,252
3,333

829
1,603
6,920

100
737
201
630
206
71
58

560
△1

9,697
3,032
1,357

37
46

108
1,415

66
35
5

21
7

6,630
4,811

50
1,143

467
96
38

122
△99

流 動 負 債 11,349
買 掛 金 3,946
電 子 記 録 債 務 3,862
短 期 借 入 金 1,080
未 払 金 236
未 払 費 用 178
未 払 法 人 税 等 338
前 受 金 1,550
工 事 損 失 引 当 金 2
そ の 他 153

固 定 負 債 1,345
繰 延 税 金 負 債 1,106
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 174
長 期 預 り 保 証 金 35
そ の 他 29

負 債 合 計 12,694
純 資 産 の 部

株 主 資 本 9,857
資 本 金 1,001
資 本 剰 余 金 831

資 本 準 備 金 831
利 益 剰 余 金 8,037

利 益 準 備 金 141
そ の 他 利 益 剰 余 金 7,895

固定資産圧縮積立金 174
別 途 積 立 金 6,175
繰 越 利 益 剰 余 金 1,546

自 己 株 式 △12
評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,396

その他有価証券評価差額金 2,396
純 資 産 合 計 12,254

資 産 合 計 24,949 負 債 ・ 純 資 産 合 計 24,949

－ 23 －

貸借対照表
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損 益 計 算 書(自　平成29年１月１日　至　平成29年12月31日)
（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 24,822
売 上 原 価 17,976

売 上 総 利 益 6,845
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,297

営 業 利 益 1,547
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 123
投 資 不 動 産 賃 貸 料 48
受 取 保 険 金 0
そ の 他 29 201

営 業 外 費 用
支 払 利 息 6
不 動 産 賃 貸 費 用 26
為 替 差 損 12
支 払 手 数 料 0
そ の 他 2 48
経 常 利 益 1,700

税 引 前 当 期 純 利 益 1,700
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 459
法 人 税 等 調 整 額 △40 419
当 期 純 利 益 1,281

－ 24 －

損益計算書



2018/02/27 0:46:55 / 17355215_荏原実業株式会社_招集通知（Ｃ）

株主資本等変動計算書(自　平成29年１月１日　至　平成29年12月31日)
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本準備金 利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金 別途積立金 繰 越 利 益
剰 余 金

平成29年１月１日残高 1,001 831 141 178 5,675 1,062 7,057
事 業 年 度 中 の 変 動 額
別 途 積 立 金 の 積 立 500 △500 -
剰 余 金 の 配 当 △301 △301
固定資産圧縮積立金の取崩 △4 4 -
当 期 純 利 益 1,281 1,281
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額(純 額 )

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 - - - △4 500 484 979
平成29年12月31日残高 1,001 831 141 174 6,175 1,546 8,037

－ 25 －

株主資本等変動計算書
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株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産合計

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

その他有価証
券評価差額金

平成29年１月１日残高 △12 8,878 1,311 10,189
事 業 年 度 中 の 変 動 額
別 途 積 立 金 の 積 立 - -
剰 余 金 の 配 当 △301 △301
固定資産圧縮積立金の取崩 - -
当 期 純 利 益 1,281 1,281
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0
株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額(純 額 ) 1,085 1,085

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △0 979 1,085 2,065
平成29年12月31日残高 △12 9,857 2,396 12,254

－ 26 －

株主資本等変動計算書
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監 査 報 告

連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成３０年２月１５日
荏原実業株式会社

取締役会　御中
有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木  登 樹 男 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 宮 澤 義 典 ㊞

当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、荏原実業株式会社の平成２９年１月
１日から平成２９年１２月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。

－ 27 －

連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
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監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、荏原実業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。
以　上

－ 28 －

連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
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計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成３０年２月１５日
荏原実業株式会社

取締役会　御中
有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木  登 樹 男 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 宮 　 澤 　 義 　 典 ㊞

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、荏原実業株式会社の平成２９
年１月１日から平成２９年１２月３１日までの第７９期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を
行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ

の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

－ 29 －

計算書類に係る会計監査人の監査報告
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監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上

－ 30 －

計算書類に係る会計監査人の監査報告
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監査等委員会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、平成29年１月１日から平成29年12月31日までの第79期事業年度における
取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いた
します。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会
決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)について、監査等
委員会が定めた「内部統制システムに係る監査等委員会監査の実施基準」に準拠し、取締役及
び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
⑴ 監査等委員会が定めた「監査等委員会監査等基準」に準拠し、監査方針、監査職務分担等に

従い、監査室等の内部監査部門その他内部統制所管部門と連携の上、重要な会議に出席し、
取締役及び内部監査部門等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説
明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況
を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情
報の交換を図り、必要に応じて子会社に対し事業の報告を求め、その業務及び財産の状況を
調査しました。

⑵ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10
月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

⑶ 財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任監査法人トーマツから当該内部
統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

－ 31 －

監査等委員会の監査報告
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。

２．監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告
に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶ 連結計算書類の監査結果
 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
平成30年２月16日

荏原実業株式会社　監査等委員会
常勤監査等委員 中 村 　 隆 ㊞
監 査 等 委 員 平 山 正 剛 ㊞
監 査 等 委 員 松 﨑 　 信 ㊞
監 査 等 委 員 橘 　 　 昇 ㊞

（注）監査等委員 平山正剛、松﨑信及び橘昇は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定
する社外取締役であります。

以　上

－ 32 －

監査等委員会の監査報告
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
　当社は、株主の皆様に対して安定的配当を継続して実施することを経営の重要課題としてお
ります。さらに内部留保にも意を用い、研究開発、設備投資に備えるなどして、業績の向上と
財務体質の強化に努めることを基本方針としております。
　第79期の期末配当につきましては、当社グループの業績が堅調に推移し、連結・個別業績共
に過去最高益を達成したことから、株主の皆様に対する利益還元の充実を目的に、１株につき
27.5円とさせていただきたいと存じます。これにより中間配当金22.5円を加えました通期の
年間配当金は50円となり、前期に比べ１株につき５円の増配となります。

１．期末配当に関する事項
（１）配当財産の種類

金銭
（２）配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金27.5円
配当総額　184,449,623円

（３）剰余金の配当が効力を生じる日
平成30年３月26日

２．その他の剰余金の処分に関する事項
（１）増加する剰余金の項目及びその額

別途積立金　　　　　1,000,000,000円
（２）減少する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金　　　1,000,000,000円

－ 33 －

剰余金処分議案
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第２号議案　取締役（監査等委員であるものを除く。）２名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（３名）は、
本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者について適任で
あると判断しております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふり
氏

がな
名

（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社
株 式 の 数

１

再 任
すず
鈴

き
木

ひさ
久

し
司

(昭和14年11月30日生)

昭和36年９月 当社入社

134,037株

昭和58年11月 当社取締役
昭和61年12月 当社常務取締役
平成２年３月 当社専務取締役
平成３年10月 当社オゾン事業部統括
平成５年12月 当社代表取締役

同 当社管理統括（現任）
平成12年２月 当社代表取締役副社長
平成13年４月 当社環境開発本部統括
平成14年10月 当社新事業推進室統括
平成19年１月 当社代表取締役社長

同 当社営業統括
平成28年３月 当社代表取締役会長
平成29年１月 当社代表取締役会長兼社長（現任）

（取締役候補者とした理由）
　経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有し、グループ全体の事業及び経営にも熟知し、当社の経
営トップに相応しい経験と実績を有しております。
　また、当社の監査等委員会設置会社への移行をけん引するなど、将来を見据えたガバナンス体制の強
化に努め、取締役会では議長として適切な運営をしていることから、引き続き取締役候補者といたしま
した。

－ 34 －

取締役（監査等委員であるものを除く）選任議案
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候補者
番　号

ふり
氏

がな
名

（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社
株 式 の 数

２

再 任
あ
阿

べ
部

 
　

とおる
亨

(昭和32年１月22日生)

昭和56年４月 当社入社

6,176株

平成15年４月 当社産業システム部長
平成17年６月 当社環境ソリューション本部副本部長
平成21年１月 当社環境事業本部副本部長
平成23年１月 当社執行役員
平成25年11月 当社上席執行役員

同 当社環境事業本部長（現任）
平成29年１月 当社専務執行役員（現任）
平成29年３月 当社取締役（現任）

（取締役候補者とした理由）
　当社において主に環境関連事業に従事し、現在では専務執行役員として製販一体の組織である環境事
業本部長を務めるなど、当社の営業部門や技術部門で豊富な経験と実績を有し、環境関連事業でリーダ
ーシップを発揮するなど、経営全般に関する知見を有することから、引き続き取締役候補者といたしま
した。

（注）１．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．各候補者の所有する当社株式の数は、当期末（平成29年12月31日）現在の株式数を記載しておりま

す。また、当社役員持株会における本人持分を含めて記載しております。

－ 35 －

取締役（監査等委員であるものを除く）選任議案
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第３号議案　監査等委員である取締役４名選任の件
　監査等委員である取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、監査等委員である取締役４名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふり
氏

がな
名

（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社
株 式 の 数

１

再 任
なか
中

むら
村

 
　

たかし
隆

(昭和26年12月27日生)

昭和49年４月 荏原インフィルコ株式会社入社

1,537株

昭和59年９月 株式会社イーディーアイ（現株式会社紀文産
業）入社

平成13年８月 当社入社
平成16年４月 当社プラント技術部長
平成17年８月 当社環境ソリューション部長
平成20年４月 当社監査室長
平成24年３月 当社監査役
平成28年３月 当社取締役（常勤監査等委員）（現任）

（監査等委員である取締役候補者とした理由）
　当社の環境関連製品の開発部門長、営業部門長など豊富な業務経験を有し、また監査室長、監査役を
務めるなど、監査業務での豊富な経験を有しております。また現在は、常勤の監査等委員である取締役
として積極的に活動しており、当社の企業価値向上に貢献しております。これらのことから、引き続き
当社の監査等委員である取締役として経営の監督に経験等を活用していただくことが期待されるた
め、監査等委員である取締役候補者といたしました。

２

社 外 再 任
ひら
平

やま
山

せい
正

ごう
剛

(昭和９年４月15日生)

昭和39年４月 弁護士登録

2,437株

昭和42年４月 平山・鈴木法律事務所（現平山・福島・鈴木法
律事務所）代表

昭和58年７月 株式会社荏原製作所監査役
平成10年６月 当社監査役
平成18年４月 日本弁護士連合会会長
平成28年３月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

（監査等委員である社外取締役候補者とした理由）
　弁護士としての豊富な経験と幅広い見識を有するとともに、企業法務にも精通しており、これらを当
社のコーポレート・ガバナンスの強化に活かしていただいているため、引き続き社外取締役候補者とい
たしました。なお、同氏は、社外役員となること以外の方法で直接企業経営に関与された経験はありま
せんが、上記の理由により社外取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断しており
ます。

－ 36 －

取締役（監査等委員）選任議案
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候補者
番　号

ふり
氏

がな
名

（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社
株 式 の 数

３

社 外 再 任
まつ
松

ざき
﨑

 
　

まこと
信

(昭和17年11月10日生)

昭和47年11月 公認会計士登録

0株

昭和60年６月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トーマ
ツ）代表社員

平成17年４月 千葉商科大学大学院会計ファイナンス研究科教
授

平成20年４月 千葉県公益認定等審議会委員
平成21年３月 当社監査役
平成28年３月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

（監査等委員である社外取締役候補者とした理由）
　公認会計士としての豊富な経験を有しており、社外の独立した立場からの視点を監査に反映させるこ
とにより、当社監査等委員会が活性化されているため、引き続き社外取締役候補者として選任いたしま
した。なお、同氏は、社外役員となること以外の方法で直接企業経営に関与された経験はありません
が、上記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断しております。

４

社 外 再 任
たちばな
橘

のぼる
昇

(昭和25年８月２日生)

昭和49年４月 株式会社第一勧業銀行入行

2,375株

平成７年４月 同行茅ヶ崎支店 支店長
平成10年２月 同行名古屋駅前支店 支店長
平成12年５月 同行銀座通支店 支店長
平成14年４月 株式会社みずほ銀行 公務第二部 部長
平成16年10月 日本オー・シー・アール株式会社 代表取締役 専

務
平成18年10月 学校法人工学院大学 経理部長
平成20年４月 同学 理事 財務部長
平成24年３月 当社社外取締役
平成28年３月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

（監査等委員である社外取締役候補者とした理由）
　日本オー･シー･アール株式会社の代表取締役や学校法人工学院大学の理事 財務部長を務められ、経
営者としての豊富な経験と幅広い知見を有し、当社監査等委員会が活性化されているため、引き続き社
外取締役候補者として選任いたしました。

（注）１．各監査等委員である取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．各候補者の所有する当社株式の数は、当期末（平成29年12月31日）現在の株式数を記載しておりま

す。また、当社役員持株会における本人持分を含めて記載しております。

－ 37 －

取締役（監査等委員）選任議案
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３．平山正剛氏、松﨑信氏及び橘昇氏の３氏は、当社の社外取締役でありますが、その在任期間は、本総
会の終結の時をもってそれぞれ次のとおりであります。

　　　平山正剛氏　２年、　　松﨑信氏　２年、　　橘昇氏　６年
４．当社と平山正剛氏、松﨑信氏及び橘昇氏の３氏とは、会社法第427条第1項に基づき、会社法第423条

第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償限度額は、会社法第425
条第1項に定める最低責任限度額としております。また、各氏の選任が承認された場合には、同様の
内容の契約を継続する予定であります。

５．当社は平山正剛氏、松﨑信氏及び橘昇氏の３氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け
出ております。３氏が再任された場合は、当社は引き続き３氏を独立役員とする予定であります。

第４号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
　法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠の監査等委
員である取締役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

ふり
氏

がな
名

（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社
株 式 の 数

ふく
福

しま
島

あき
昭

ひろ
宏

(昭和36年６月15日生)

平成５年４月 弁護士登録
0株平山・鈴木・卜部法律事務所入所（現平山・福島・鈴木

法律事務所）
（補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由）
　弁護士としての専門知識・経験を有しており社外の独立した立場からの視点を監査に反映させ、当社の監査
等委員会が活性化されると考え、補欠の監査等委員である社外取締役候補者といたしました。なお、同氏は、
直接企業経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により社外取締役としての職務を適切に遂行して
いただけるものと判断しております。

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　　　２．福島昭宏氏は、補欠の社外取締役候補者であります。
　　　３．当社は、福島昭宏氏が監査等委員である取締役に就任した場合、同氏との間で会社法第427条第1項に

基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に
基づく責任の限度額は、会社法第425条第1項に定める最低責任限度額となります。

以　上

－ 38 －

取締役（監査等委員）選任議案、補欠の監査等委員である取締役選任議案
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株主総会会場のご案内
会　　場　　東京都中央区銀座六丁目１４番１０号

コートヤード・マリオット　銀座東武ホテル ２階 「桜の間」
電話０３－３５４６－０１１１

<ご案内図>
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A3出口

A1出口

交通機関
東京メトロ日比谷線・都営地下鉄浅草線　東銀座駅（Ａ１出口）より徒歩３分
ＪＲ新橋駅（銀座口）より徒歩10分
都営地下鉄大江戸線　築地市場駅（Ａ３出口）より徒歩７分

総会ご出席者へのおみやげはご用意しておりませんので、あらかじめ
ご了承いただきますようお願い申し上げます。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

地図




